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AAbbssttrraacctt::   Unnecessary electromagnetic fields generated from electrical and electronic 
devices such as home appliances can interfere with broadcasting and wireless 
communications. Regarding the regulation of electromagnetic interference, CISPR 
(Comité International Spécial des Perturbations Radioélectriques) has established the 
specifications of measuring instruments of electromagnetic emissions and the limit 
values of electromagnetic emissions for electrical and electronic equipment. The 
characteristics of quasi-peak detection specified by the CISPR are determined so that 
there is a high correlation between the instrument reading in emission measurement and 
the disturbance degree to AM radio. This specification is extremely useful for the 
protection of analog broadcasting and communications. However, in recent years, digital 
wireless communication / broadcasting services that mainly use frequencies of 1 GHz or 
higher have rapidly developed, and from the viewpoint of protecting digital wireless 
communication systems, emission measurement methods of 1 GHz or higher should be 
examined. By the way, in APD (Amplitude Probability Distribution) measurement, the 
previous studies by national institute of communications and technology have revealed 
that the measurement results of electromagnetic interference obtained by this 
measurement method has a high correlation with the communication quality 
deterioration of the interfered digital wireless communication system. This paper 
describes the APD measurement, the correlation between the APD measurement result of 
emissions and the BER deterioration of the affected system, and the APD measurement 
example of the electromagnetic interference from the electrical and electronic equipment. 
 
KKeeyywwoorrddss::  CISPR, amplitude probability distribution (APD), protection of wireless 
communications 
 

1 はじめに 
家電製品等の電気・電子機器から発生する不

要な電磁波が，放送や無線通信に対し妨害を与

えることは広く知られるところであり，これまでにも

与干渉側・被干渉側の両方から様々な対策が講じ

られてきた[1]。電磁妨害波の規制に関しては，国

際 無 線 障 害 特 別 委 員 会 （ CISPR: Comité 
International Spécial des Perturbations 
Radioélectriques）により，電磁妨害波測定装置

の仕様[2]や，電気・電子機器に対する電磁妨害波

の規制値等（例えば [3]など）が設けられている。

CISPR により規定される電磁妨害波測定装置に

は，9 kHz から 1000 MHz の周波数について，

尖頭値検波，平均値検波，実効値検波，及び準

尖頭値検波の四つの検波機能が搭載されている。
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特に準尖頭値検波の特性は，電磁妨害波測定指

示値と，その妨害波が AM ラジオへ与える妨害度

が高相関となるように決められており，アナログ放

送・通信の保護に関しては非常に有用である。し

かし近年，電気・電子機器の小型化・高速ディジタ

ル化によって，それらの機器から放射される電磁

妨害波の高周波・広帯域化が進む上に，主に 1 
GHz 以上の周波数を利用するディジタル無線通

信・放送サービスが急速に発展・普及し，デジタル

システムの保護という新たな要求が生じた。電磁環

境がより複雑化する中，ディジタル無線通信システ

ム保護の観点から 1 GHz 以上の電磁妨害波測

定法を検討し，国際規格として策定する必要性が

生じた。 
ところで，振幅確率分布（APD: Amplitude 

Probability Distribution）測定は，古くは空電雑

音等のインパルス雑音測定に使用された測定法

であるが，この測定法によって得られる電磁妨害

波測定値が，被干渉ディジタル無線通信システム

の通信品質劣化との間に高い相関を持つというこ

とが，情報通信研究機構(NICT)による以前からの

研究により明らかになっている。具体的には，電子

レンジから放射される電磁妨害波の規制を意図し

て，その APD 測定結果と，妨害を受ける PHS シ

ステムの BER (Bit Error Rate: ビット誤り率) 劣
化特性の相関が実験的に確認された報告がある
[4]。同時に，汎用 APD 測定装置の開発も進めら

れた（[5]等）。 
これらの実験的根拠及び測定装置の実現性の

高さに基づき，APD 測定は，1 GHz 以上の妨害

波測定法として CISPR へ提案され，その国際規

格化が審議され，APD 測定装置の仕様[6]及び

APD測定を用いた ISM (Industry, Science, and 
Medical) 機器の放射妨害波規制方法とその許

容値が規格化された[7]。 
前述の審議に当たり，NICT では電磁妨害波

APD測定結果と被干渉システムBER劣化特性の

関係式を検討し，その検証実験を行うほか[8][9]，

APD 測定を用いた ISM 機器の放射妨害波許容

値の検討を行った[10]。 
本稿では，NICT における APD 研究をまとめた

文献[11][12]をベースとして，2 章に APD 測定につ

いて，3 章に与干渉妨害波の APD 測定結果と被

干渉システムのBER劣化との相関関係，4章に電

子機器からの電磁妨害波の APD 測定例及び国

際規格への反映についてそれぞれ概説する。 

2 振幅確率分布(APD)測定 

2.1 APD の概要 

APDは，「妨害波の包絡線が閾値を超える時間

確率」として定義される。図 1 にその概要を表す[11]。

縦軸は妨害波包絡線の強度を，横軸は時間を示

す。𝑊𝑊�は妨害波包絡線𝑥𝑥���が閾値𝑥𝑥�を超える区

間を指しており，𝑛𝑛は𝑥𝑥���が𝑥𝑥�を超える回数を示す。

𝑇𝑇�は総測定時間である。この時，𝑥𝑥���が𝑥𝑥�を越え

る時間確率𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴�𝑥𝑥��は式(1)で表される。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴�𝑥𝑥�� � � 𝑊𝑊��𝑥𝑥�� 𝑇𝑇�⁄
�����

���
              �1� 

閾値を変数𝑥𝑥とした場合の時間確率の分布

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴�𝑥𝑥�を，一般に振幅確率分布と呼び，図 2 に

その表示例を示す。横軸は閾値とした妨害波包絡

線強度を，縦軸は式(1)の時間確率を示している。

またその定義より，APD は式(2)のとおり𝑥𝑥���の累

積分布��𝑥𝑥�で表されることがわかる。 

         𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴�𝑥𝑥�� � 𝐴𝐴����𝑥𝑥� � 𝑥𝑥 � �� 
� 1 � 𝐴𝐴������ � 𝑥𝑥 � 𝑥𝑥�� 
� 1 � ��𝑥𝑥��                                      �2� 

 
図 1: APD の概要[11] 

 
図 2: APD の例[11] 
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2.2 APD 測定装置 

APD 測定器は，妨害波測定器（一般に，EMI
レシーバもしくはスペクトラムアナライザ）の中心周

波数を測定周波数に設定し，ゼロスパンモードと

すれば，ビデオ信号出力として妨害波の包絡線が

得られる。測定帯域はスペクトラムアナライザの分

解能帯域幅(RBW: Resolution Bandwidth)で決

ま る 。 た だ し ビ デ オ 帯 域 幅 (VBW: Video 
Bandwidth)は RBW と等しいか大きい値とする。

このようにして得られた包絡線より，A/D コンバータ

と RAM を搭載する専用の測定ユニットによってリ

アルタイムに APD を測定する。図 3 に APD 測定

装置の構成例を示す。 

 
図 3: APD 測定装置の構成例[11] 

一方，ディジタル通信において広く用いられて

いる直交周波数分割多重(OFDM: Orthogonal 
Frequency Division Multiplexing) 方式などの

マルチキャリアを用いる信号が，広帯域で非定常

な電磁妨害波によって干渉を受ける場合，与干渉

波のAPDについても通信の全周波数帯域で測定

できることが必要である。したがってこのような妨害

波の正しい APD を取得するには，同時マルチチ

ャネル APD 測定器が必要となる。このような背景

より，同時マルチチャネル APD 測定器が開発され

た。[13][14] 
図 4 は 32000 チャネル同時測定可能な APD

測定装置のブロック図である[14]。入力される IF 信

号は広いダイナミックレンジを有する A/D 変換器

によりディジタル信号に変換される。ディジタル化

された IF 信号の中心周波数を後段のディジタル

処理に必要な周波数に変換したのち I/Q 信号とし

て直交変換を行う。周波数軸上での信号の振る舞

いを観測するには RBW とその帯域制限フィルタ

の種類が特性を決める重要な要素となる。フィルタ

形状は，ガウス特性のフィルタが通常の状態であ

るが，通信方式に適合したフィルタタイプの設定機

能を備えるため，FIR 型のディジタルフィルタ構

成を基本に直線位相のインパルス応答係数をフィ

ルタ乗算器に設定し，フィルタの形状を可変にす

る機能（Filter coefficients 設定）を設けられてい

る。OFDM 通信方式のようにマルチキャリア通信

の特性評価に対応するには受信測定帯域の広帯

域化とその多チャネル化が必要となる。多チャネ

ル化は同時測定する際の測定周波数分解能の向

上という側面で捉えられ，その構成にはフィルタバ

ンク構成を用いる。周波数軸と時間軸との同時測

定の要件を満たすフィルタバンク構成には，多チ

ャネルの個々の周波数特性を有する時間信号のリ

アルタイム計測，すなわち，各チャネルを通過する

時間信号の連続性の確保が要件となる。このフィ

ルタバンクの実現には柔軟にチャネル数が可変に

できる短時間フーリエ変換法を採用して，時間軸

上の連続性を確保する。各チャネルの出力された

時系列信号 I,Q に対して，包絡線検波（Square 
Law Detector）後，対数変換処理（Logarithmic 
Converter）を介して，対数値毎にアドレシングさ

れたカウンタ群の内容を参照する対数値毎に+1 
カウントアップすることで，確率密度関数（PDF：

Probability Distribution Function）相当のヒス

トグラム（PDF Counter）を 1 秒毎に生成する。各

チャネルで算出された PDF 値は高速バスインタフ

ェース（ Interface circuit ）を介して，制御部

（CONT）に転送され，ソフトウェア処理によって累

積確率分布である APD 値を生成する。この APD
計測は IF 信号の任意の中心周波数で，周波数

間隔が RBW の周波数帯域幅の値に等しい多チ

ャネル APD を同時かつ連続的に実行される。 
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図 4: 32000ch APD 測定装置のブロックダイヤグラム[14] 

3 与干渉妨害波の APD 測定結果と被

干渉システムの BER 劣化との相関 

 
図 5: 電子機器から放射される電磁妨害波と被干

渉ディジタル無線通信システム[11] 

 
図 6: 通信信号空間における妨害波の様子 

（BPSK の場合）[11] 

3.1 シングルキャリア伝送方式システムの

BER 劣化と妨害波 APD の関係 

図 5 に示すように，電子機器からの放射妨害波

（与干渉波）によって被干渉ディジタル無線通信シ

ステムが干渉を受けている状況を考える。例として

BPSK 変調方式の被干渉システムを考えると，そ

の信号空間は図 6 のように，例えばシンボル��1�
に対しては信号点���𝐸𝐸�� ��，シンボル�1�に対し

ては信号点���𝐸𝐸�� ��が，それぞれ対応している。

ここで𝐸𝐸�はビット当たりの信号エネルギである。図 6
はシンボル��1�の受信時に電磁妨害波の干渉を

受けた状況を示している。ここで最悪ケースとして，

シンボル判定時点（整合フィルタ出力）での妨害波

の位相は，受信しているシンボルから信号間距離

が最短の他のシンボルに向かう方向（シンボルを

最も誤らせやすい方向）を向いていると考え，妨害

波が最小信号間距離の半分（𝛽𝛽�𝐸𝐸�）を超える場合

にシンボルが誤るとする。ただし𝛽𝛽はシンボル間最

小距離の 1/2 を�𝐸𝐸�で正規化した量である。これよ

り式(3)に示す通り，シンボル誤り率𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆は整合フィ

ルタ出力における妨害波𝑥𝑥�が最小信号間距離の

1/2 を超える確率に一致する。 

𝑆𝑆𝐸𝐸𝑆𝑆 � 𝑃𝑃����𝛽𝛽�𝐸𝐸� � 𝑥𝑥��                �3� 

次に，シンボル誤りあたりの誤りビット数を1 ⁄
𝑃𝑃 � 𝛼𝛼と近似する。ここで𝑃𝑃は 1 シンボルで伝送さ

れるビット数である。このときビット誤り率 BER は式

(4)で与えられる。 

�𝐸𝐸𝑆𝑆 � �𝑃𝑃����𝛽𝛽�𝐸𝐸� � 𝑥𝑥��                �4� 

式(4)は，整合フィルタ出力における信号および

妨害波を，エネルギの 1/2 乗の単位で比較してい

る。一方，実際の APD 測定器は整合フィルタと同

じ帯域幅のフィルタの出力における妨害波振幅を

計測するが，計測単位は振幅(電力の 1/2 乗)であ

る。したがって，式(4)の信号，妨害波振幅のそれ

ぞれにビットレート𝑆𝑆 � �𝛼𝛼𝛼𝛼����を乗じて，物理量を

振幅に変換し，ビット誤り率を表現すると式(5)とな
る。ここで𝑇𝑇�はシンボル長である。 

          �𝐸𝐸𝑆𝑆 � �𝑃𝑃����𝛽𝛽�𝐸𝐸�𝑅𝑅 � 𝑥𝑥�√𝑅𝑅� 
� �𝑃𝑃��� �𝛽𝛽�𝑃𝑃� � 𝑥𝑥�

�𝛼𝛼𝛼𝛼�
� 

� �𝑃𝑃��� ��𝛼𝛼𝛼𝛼��𝑃𝑃� � �𝑥𝑥��

𝑇𝑇�
�           �5� 

ここで𝑃𝑃�は信号電力であり，信号振幅(実効値)𝐴𝐴
は�𝑃𝑃�である。拡散係数 SF の直接スペクトラム拡

散システムの場合，受信側の逆拡散過程において

妨害波電力は平均的に1/𝑆𝑆𝑆𝑆倍に減少する。一方，

APD 計測の対象である受信帯域制限された妨害

波実効値振幅𝑥𝑥は�𝑥𝑥�� 𝑇𝑇�⁄ �� �⁄
で表される。したがっ

て，電磁妨害波の APD と被干渉ディジタル無線

通信システムの BER（誤り訂正復号前）の劣化の

関係は式(6)で表される。 

        �𝐸𝐸𝑆𝑆 � �𝑃𝑃��� �𝐴𝐴�𝛼𝛼𝛼𝛼� ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆 � 𝑥𝑥� 
� �𝐴𝐴𝑃𝑃� �𝐴𝐴�𝛼𝛼𝛼𝛼� ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆�                        ��� 
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ただし式(6)の成立には次の仮定が必要である。 
(a) 妨害波の位相はディジタル無線通信のシン

ボルを最も誤らせやすい方向である。 
(b) APD の測定帯域幅は，被干渉システムの

通信帯域幅に等しい。 
(c) APD 測定装置の内部雑音レベルは，被干

渉システム受信機の内部雑音レベルに等し

い。 
(d) 被干渉システムの受信側は同期検波であ

る。 

3.2 マルチキャリア伝送方式システムの BER

劣化と妨害波 APD の関係 

式(6)に示された妨害波のAPDと被干渉無線通

信システムの BER 劣化との関係は，直接拡散

（DS: Direct Sequence ）方式 CDMA （Code 
Division Multiple Access）などのシングルキャリ

ア伝送方式を採用するシステムにおいて成立する。

しかし近年では，無線 LAN や地上デジタル放送1

のようにマルチキャリア伝送方式を採用するサービ

スが普及し，これらの端末設計における APD 測定

の有効性を検証するためには，新たな検討が必要

になる。そこで妨害波の APD からマルチキャリア

システムの BER を得るために，式(6)を�� � 1とし
た上で式(7)のように拡張する。 

�𝐸𝐸� � 1
𝑁𝑁���𝑃𝑃� ���𝛼𝛼�𝛽𝛽���

�

���
���������������� 

APD は，マルチキャリアシステムの各サブキャリ

アと同じ帯域で測定する。𝑁𝑁は，マルチキャリアシス

テムのサブキャリア数である。また，𝑛𝑛番目のサブキ

ャリアにおけるシンボル誤りあたりの誤りビット数を

1 𝑃𝑃� � 𝛼𝛼�⁄ と近似する。ここで𝑃𝑃�は，𝑛𝑛番目のサブ

キャリアにおいて 1 シンボルあたりに伝送されるビ

ット数である。また𝛽𝛽�は𝑛𝑛番目のサブキャリアにおけ

る一次変調方式のシンボル間最少距離の 1/2 を

�𝐸𝐸�で正規化した量である。 

4 妨害波の APD 測定と BER 推定例 

4.1 W-CDMA を被干渉システムとした場合 

3 章において述べた妨害波の APD 測定結果よ

 
1 本稿では「ディジタル」という標記を採用しているが，「地上

デジタル放送」はこれで一つの固有名詞なのでこの部分のみ

「デジタル」と表記している。 

り被干渉システムの BER 推定方法を検証するた

め，被干渉システムを W-CDMA（キャリア周波数

𝑓𝑓� � ��1�GHz，�� � �）とし，また妨害波をキャリア

周波数𝑓𝑓� � ��1�GHz のパルス変調信号としたとき，

妨害波の APD 測定値によって推定された被干渉

システムの BER を実測の BER と比較し検討する。

図 7 に本検討のための装置構成を示す。 

 
図 7: 妨害波の APD と被干渉システムの BER と

の相関検証実験装置構成[11] 

 
図 8: 妨害波（パルス変調）の APD 測定結果[11] 

 
図 9: 被干渉 W-CDMA システムの BER 測定結

果及び推定結果[11] 

W-CDMA 信号波は信号発生器#1 より発生し，

また妨害波は図 7 の信号発生器#2 より発生し

W-CDMA に印加する。干渉を受けた信号は，ベ

クトルシグナルアナライザ（VSA）にて変調解析（同

期検波）され，BER が得られる。一方，妨害波の
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APD 測定時には W-CDMA の通信系を切り離し，

妨害波測定用のスペクトラムアナライザへ妨害波

信号を入力する。スペクトラムアナライザの測定帯

域当たりの内部雑音は，BER 測定時の VSA の

測定帯域当たりの内部雑音に等しくなるようにあら

かじめ調整されている。なお 3.1 節の(b)の条件は

満さないが，1 GHz 以上の妨害波測定におけるス

ペクトラムアナライザの RBW は CISPR 規格で 1 
MHz と定められているため[1]，本検討ではこの規

定に従う。 
図 8 に妨害波の APD 測定結果を，図 9 に被干

渉 W-CDMA システムの BER 劣化測定結果を示

す。図 9 の BER 劣化測定結果には，式(6)により

APD 測定結果から BER 推定を行った結果を，実

線で重ねて示している。妨害波のパルス幅を𝑊𝑊� �
100μs とし，Duty 比を40％ (○ )，10％ (▽ )，
4％(△)，1％(◇)，0. 4％(□)，0.1％(☆)と変化さ

せた。式(6)による推定が最悪位相条件下での推

定であることを考慮すれば，BER 測定実験結果に

比較してAPD測定結果からBER劣化を推定した

結果は妥当であり，式(6)によって電磁妨害波の

APD 測定結果と，被干渉ディジタル無線通信シス

テムの BER 劣化は，一意に関連付けられることが

わかる。 

4.2 地上デジタル放送を被干渉システムとし

た場合[15] 

表 1: ISDB-T 伝送パラメータの主な諸元 
変調 12 セグメント 

キャリア変調方式 64QAM 
キャリア数 5184 
キャリア間隔 0.992 kHz 

有効シンボル長 1.008 ms 
ガードインターバル 1/8 

帯域幅 5.6 MHz 
フレームあたりのシンボル数 204 

ビットレート 3.651～23.234 Mbps
 
LED 照明は，消費電力の低減及び電圧変換の

ため，スイッチング回路を内部に有しており，その

スイッチング回路によって広帯域な電磁妨害波を

発生する恐れがある。そのため，CISPR 15[16]で

は LED 照明機器に対し，妨害波のエミッション許

容値が規定されており，市場の製品はその許容値

を満足しているが，LED照明の数が複数存在する

などの条件下では，ディジタル無線通信システム

や医用電子機器等に妨害を与える可能性がある。

そこで本検討では，マルチキャリア伝送方式システ

ムにおける妨害波APD測定結果によるBER推定

例として，妨害波を LED 照明からの電磁雑音，ま

た被干渉システムを地上デジタル放送とし，検討を

行う。 
 

 
図 10: LED 妨害波の APD 測定システム(a)及び

ISDB-T の BER 測定システム(b)[15] 

 
図 11: LED 妨害波の APD 測定結果[15] 

我が国の地上デジタル放送には， ISDB-T 
(Integrated Services Digital Broadcasting 
-Terrestrial) 方式が採用されており，搬送波にマ

ルチキャリアの変調方式OFDMが採用されている。

また周波数範囲は 470 MHz～770 MHz であり，

受信機における最小入力レベルは-67 dBmとなっ

ている。ISDB-T における OFDM 伝送システムの

主な諸元を表 1 に示す。 
図 10にLEDによる電磁妨害波のマルチチャネ
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ル APD 測定システム(a)，及び ISDB-T システム

の BER 測定システム(b)の概要を示す。 
図 11 は，LED からの妨害波の APD 測定結果

である。中心周波数は地上デジタル放送の周波数

割当内の 473 MHzとし，RBWを 1 kHz，10 kHz，
30 kHz，及び 100 kHz の 4 種類で測定を行った。

同図において横軸は妨害波の実効値振幅，縦軸

はAPD特性を示している。また同図において細線

で示される”Calculated”は，妨害波がガウス性雑

音でと仮定した場合の APD 計算結果であり，その

ときの APD は式(8)で定義される。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴��𝑟𝑟� � ��� �� 𝑟𝑟�
2𝜎𝜎�������������������� 

ただし𝑟𝑟は雑音の瞬時電圧，𝜎𝜎�はLED妨害波と

背景雑音（受信機雑音）を含む雑音の平均化電力

である。LED照明のAPD測定結果は，RBWが1 
kHz の場合には式(8)の計算結果とよく一致する

が，RBW が大きくなると測定値と計算値とに差が

生じる。このことより，帯域幅が広くなると，LED 照

明からの電磁妨害波はガウス性とはいえなくなるこ

とがわかる。 

 

図 12: APD からの BER 推定結果と ISDB-T の

BER 測定結果との比較 

LED 照明からの電磁雑音に干渉を受ける

OFDMシステムのBER性能は，APDの結果から

推定され，一つのキャリアに対する APD から推定

される OFDMシステムの BER は式(9)で定義され

る。 

𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵����𝐴𝐴� � 1
𝑚𝑚𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 �𝛽𝛽𝛽𝛽�1𝑚𝑚������������� 

ただし，𝐴𝐴は OFDM 信号の実効値振幅，𝛽𝛽は正

規化された最小シンボル距離，𝑚𝑚はシンボルごと

に送信されるビット数である。OFDM システムに対

し式(9)を用いるには，APD の測定周波数と測定

帯域幅を OFDM システムのサブキャリア周波数と

サブチャネル帯域幅に合わせる必要がある。した

がって，3.2 節でも述べた通り，OFDM の BER 性

能は，すべてのサブキャリアの平均の BER を求め

ることで得られ，それは式(10)で定義される。 

𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵��� � 1
𝑁𝑁��𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵�����𝐴𝐴���������������1��

�

���
 

ただし，𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵�����𝐴𝐴�はサブチャネル𝑖𝑖の APD 測

定結果より求められる BER（すなわち式(9)で求め

られる各サブキャリアの BER）であり，また𝑁𝑁はサブ

キャリアの数である。 
本稿では，表 1 の ISDB-T における OFDM 伝

送システムの諸元に基づき，妨害波であるLED照

明からの電磁雑音のマルチチャネルAPDを 5184
チャネル，チャネル間隔 0.992 kHzとして求め，そ

れより ISDB-T の BER 特性を推定する。LED 照

明より発生する電磁雑音の APD による BER 推定

結果，妨害波をガウス性雑音と仮定したときの

APD による BER 推定結果，及び図 10(b)の測定

システムによる，LED からの電磁雑音に実際に

ISDB-T システムが干渉を受けた場合の BER 測

定結果を図 12 にそれぞれ示し比較する。同図に

おいて横軸はODFM信号の実効値振幅，縦軸は

BER 特性を示している。同図より，妨害波の APD
からのBER推定結果と実測のBER特性との差は

1 dB 以内であり，両者はよく一致しているといえる。

一方ガウス性雑音の APD による推定 BER と実測

BER とは，BER が 2×10-3を超える領域ではよく

一致している。 

4.3 APD 測定を用いた電磁妨害波の規制 [11] 

前節にて，電磁妨害波の APD 測定結果と被干

渉システムのBER特性の相関性が示された。その

特性に基づく APD 測定の応用例として，ISM 機

器より放射される電磁妨害波の規制方法を紹介す

る。 
ISM 機器の放射電磁妨害波に関する規制は，

CISPR11[3][7]にて定められている。具体的には，

RWB＝1 MHz，VBW（Video band width）≧1 
MHz の尖頭値検波による測定と，RWB＝1 
MHz，VBW＝10 Hz の重み付け（対数平均）測

定を行うこととされており，それらに対する周波数

帯域別の許容値が決められている。ところで，一般
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に普及した ISM 機器の代表的なものとしては電

子レンジが挙げられるが，電子レンジの放射する

電磁妨害波は不規則なパルス性の雑音であり，尖

頭値測定と重み付け測定では妨害波の特性を十

分に把握できない。例えば，被測定信号の Duty
比が低い場合，尖頭値測定は，妨害波が被干渉

システムへ与える影響を過大評価する。重み付け

測定は逆に，過小評価を与える傾向にある。さらに，

重み付け測定の測定値は対数平均値であるため，

その物理的意味をとらえにくい上に，妨害波測定

器の内部雑音に大きく影響されるなどの問題もあ

る。一方，電磁妨害波の統計的な振幅情報を含み，

被干渉システムの BER 特性と相関のある測定値

を与える APD 測定は，ISM 機器の電磁妨害波規

制において有効な測定法であると考えられる。ここ

で問題となるのは，APD測定による ISM機器の電

磁妨害波の許容値をいかに定めるかであり，これ

には二つの考え方がある。一つは，周辺のディジ

タル無線通信受信端末の保護の観点からの許容

値設定であり，もう一つは，現行の尖頭値検波によ

る測定や重み付け測定の許容値との整合性といっ

た観点からの許容値設定である。これら両方の視

点からの ISM 機器放射妨害波の APD 許容値を

検討する。 
まず，式(6)を基に，ディジタル無線通信受信端

末に要求される受信感度から APD 許容値を定め

る。ここでは例として，W-CDMAの受信端末を取り

上げる。それぞれのシステムの仕様，式(6)のパラメ

ータである𝛼𝛼と𝛽𝛽の値及び受信端末に要求される受

信感度を表 2 に示す[16][17]。 

表 2: W-CDMA の仕様 
変調

方式 
𝛼𝛼 𝛽𝛽 

伝送

速度 

通信

帯域

幅 

アン

テナ

利得 

受信機の 
最小規定感度 

QPSK 0.5 1 12.2 
kbps 

3.84 
MHz 0 dBi BER < 

10-3 

-106.7 
dBm 
/3.84 
MHz 

 
受信端末の要求感度を満足する電磁妨害波の

程度を，式(6)より導かれる式(11)により，APD上の

ある 1 点として決めることができる。 

�𝐵𝐵�, 𝑝𝑝������������� � �𝐹𝐹𝐹𝐹��𝛼𝛼𝛼𝛼� ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆, 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵�𝛼𝛼 ������� 

ここで，𝐹𝐹はアンテナ係数，𝐿𝐿�は受信機の要求感

度（𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵�）を規定する通信信号のレベルである。

W-CDMA システムにおいて式(11)により算出され

た点を図 13 に★で示す。 

 
図 13: ISM 機器から放射される電磁妨害波の

APD 許容値検討例 

一方，例として 1 GHz から 2.3 GHz までの周波

数範囲における CISPR 11 の電界強度許容値[3]

は，電子レンジの最大放射方向より距離 3 m の位

置において，尖頭値測定で 92 dBμV/m，重み付

け測定で 60 dBμV/m となっている。 
APD 上におけるこれらの許容値の表示は図 13

内の 2本の点線による。電子レンジからの放射がこ

れらの許容値よりも大きい場合（図中灰色の領域），

不適合となり試験は合格とならない。 
さらに，6 台の電子レンジの APD 測定結果（測

定距離 3 m，帯域幅 1 MHz）を白マーカー付きの

実線で示す。また，電子レンジをオフにした場合の

APD 測定結果を黒マーカー付きの実線で示す。

すべての電子レンジは，現行の許容値を超えてい

ないことが確認される。一方，無線通信端末の最

小感度要求を満足するように求めた点（★）は現実

の放射レベルに対し非常に厳しく，APD 測定装置

の内部雑音よりも更に低いレベルでの妨害波規制

を要求している。しかし実際には，電子レンジと無

線通信端末の離隔距離や，空間的・時間的利用

密度等によるレベルマージンを設ける必要があると

考えられる。これらの実験的根拠に基づき，NICT
が中心となり CISPR11 の改訂のための寄与文書

を提出し，CISPR B 小委員会での審議を経て，

APD 測定装置の仕様[及び APD 測定を用いた

ISM 機器の放射妨害波規制方法とその許容値が

規格化された。現行の CISPR 11[7]では，クラス B
（住宅環境）における電子レンジ等の ISM 機器か

ら 3 m 離れた位置における 1 GHz から 18 GHz
までの時間確率 10-1 に対応する APD 許容値は

70 dBμV/m と規定されている。 
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に普及した ISM 機器の代表的なものとしては電

子レンジが挙げられるが，電子レンジの放射する

電磁妨害波は不規則なパルス性の雑音であり，尖

頭値測定と重み付け測定では妨害波の特性を十

分に把握できない。例えば，被測定信号の Duty
比が低い場合，尖頭値測定は，妨害波が被干渉

システムへ与える影響を過大評価する。重み付け

測定は逆に，過小評価を与える傾向にある。さらに，

重み付け測定の測定値は対数平均値であるため，

その物理的意味をとらえにくい上に，妨害波測定

器の内部雑音に大きく影響されるなどの問題もあ

る。一方，電磁妨害波の統計的な振幅情報を含み，

被干渉システムの BER 特性と相関のある測定値

を与える APD 測定は，ISM 機器の電磁妨害波規

制において有効な測定法であると考えられる。ここ

で問題となるのは，APD測定による ISM機器の電

磁妨害波の許容値をいかに定めるかであり，これ

には二つの考え方がある。一つは，周辺のディジ

タル無線通信受信端末の保護の観点からの許容

値設定であり，もう一つは，現行の尖頭値検波によ

る測定や重み付け測定の許容値との整合性といっ

た観点からの許容値設定である。これら両方の視

点からの ISM 機器放射妨害波の APD 許容値を

検討する。 
まず，式(6)を基に，ディジタル無線通信受信端

末に要求される受信感度から APD 許容値を定め

る。ここでは例として，W-CDMAの受信端末を取り

上げる。それぞれのシステムの仕様，式(6)のパラメ

ータである𝛼𝛼と𝛽𝛽の値及び受信端末に要求される受

信感度を表 2 に示す[16][17]。 

表 2: W-CDMA の仕様 
変調

方式 
𝛼𝛼 𝛽𝛽 

伝送

速度 

通信

帯域

幅 

アン

テナ

利得 

受信機の 
最小規定感度 

QPSK 0.5 1 12.2 
kbps 

3.84 
MHz 0 dBi BER < 

10-3 

-106.7 
dBm 
/3.84 
MHz 

 
受信端末の要求感度を満足する電磁妨害波の

程度を，式(6)より導かれる式(11)により，APD上の

ある 1 点として決めることができる。 

�𝐵𝐵�, 𝑝𝑝������������� � �𝐹𝐹𝐹𝐹��𝛼𝛼𝛼𝛼� ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆, 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵�𝛼𝛼 ������� 

ここで，𝐹𝐹はアンテナ係数，𝐿𝐿�は受信機の要求感

度（𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵�）を規定する通信信号のレベルである。

W-CDMA システムにおいて式(11)により算出され

た点を図 13 に★で示す。 

 
図 13: ISM 機器から放射される電磁妨害波の

APD 許容値検討例 

一方，例として 1 GHz から 2.3 GHz までの周波

数範囲における CISPR 11 の電界強度許容値[3]

は，電子レンジの最大放射方向より距離 3 m の位

置において，尖頭値測定で 92 dBμV/m，重み付

け測定で 60 dBμV/m となっている。 
APD 上におけるこれらの許容値の表示は図 13

内の 2本の点線による。電子レンジからの放射がこ

れらの許容値よりも大きい場合（図中灰色の領域），

不適合となり試験は合格とならない。 
さらに，6 台の電子レンジの APD 測定結果（測

定距離 3 m，帯域幅 1 MHz）を白マーカー付きの

実線で示す。また，電子レンジをオフにした場合の

APD 測定結果を黒マーカー付きの実線で示す。

すべての電子レンジは，現行の許容値を超えてい

ないことが確認される。一方，無線通信端末の最

小感度要求を満足するように求めた点（★）は現実

の放射レベルに対し非常に厳しく，APD 測定装置

の内部雑音よりも更に低いレベルでの妨害波規制

を要求している。しかし実際には，電子レンジと無

線通信端末の離隔距離や，空間的・時間的利用

密度等によるレベルマージンを設ける必要があると

考えられる。これらの実験的根拠に基づき，NICT
が中心となり CISPR11 の改訂のための寄与文書

を提出し，CISPR B 小委員会での審議を経て，

APD 測定装置の仕様[及び APD 測定を用いた

ISM 機器の放射妨害波規制方法とその許容値が

規格化された。現行の CISPR 11[7]では，クラス B
（住宅環境）における電子レンジ等の ISM 機器か

ら 3 m 離れた位置における 1 GHz から 18 GHz
までの時間確率 10-1 に対応する APD 許容値は

70 dBμV/m と規定されている。 
 

5 おわりに 
本稿では，NICT における APD 研究のまとめと

して，2 章に APD 測定について，3 章に与干渉妨

害波の APD 測定結果と被干渉システムの BER
劣化との相関関係，4 章に電子機器からの電磁妨

害波の APD 測定例及び国際規格への反映につ

いてそれぞれ概説した。 
被干渉ディジタル無線通信システムの BER 特

性との相関関係が理論的・実験的に示される上，

測定装置も実用化されており，さらに APD 測定

装置の仕様及びAPD測定による電磁妨害波の許

容値は国際規格として発行されていることより，

APD 測定は 1 GHz 以上の周波数におけるディ

ジタル無線通信時代の電磁妨害波測定法として

有用であると結論付けられる。 
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